
第４回取引デジタルプラットフォーム官民協議会 議事次第 

 

日時：令和５年 11月 10日（金）10:00～11:30 

（オンライン開催） 

 

議 題 

１．事務局からの説明 

 

２．構成員からの報告 

 

３．経済産業省からの説明（消費生活用製品の安全確保に向けた検討状況に

ついて） 

 

 

＜資料一覧＞ 

資料１     事務局説明資料  

資料２－１   公益社団法人全国消費生活相談員協会提出資料 

資料２－２   公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・

相談員協会提出資料 

資料３     経済産業省提出資料 

 

参考資料１   取引デジタルプラットフォーム官民協議会構成員名簿 

参考資料２   取引デジタルプラットフォーム官民協議会運営要領 

参考資料３ リコール製品や安全ではない製品から消費者を守るための

日本版「製品安全誓約」がスタートしました。― オンライ

ンマーケットプレイス７社が署名 ―（令和５年６月消費者

庁・総務省・経済産業省・国土交通省公表資料） 

参考資料４ 糖質カット炊飯器の販売事業者４社に対する景品表示法に

基づく措置命令について（令和５年 10 月消費者庁公表資料

［抜粋版］） 

参考資料５   一般社団法人シェアリングエコノミー協会概要資料（当日追

加配付資料） 

 


